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研究成果の概要（和文）： 

 保育所または幼稚園など幼児集団に通う子どものうち満 3 歳以上で、明らかな知的障害を伴

わないが、行動面・社会面の問題により保育者が保育困難さをもつ子どもを対象に、①認知特

性、特に認知処理過程のアンバランス、プランニング、注意などを査定する心理学的バッテリ

ーを実施し、その行動指標を明らかにした。②日常保育活動のうち、保育参加という視点か

らとらえた知的遅れのない保育困難幼児の特徴を明らかにした。③特別ニーズ保育児の小学校

への申送りに関する調査結果から保育臨床支援における連携について明らかにした。 
 
研究成果の概要（英文）： 
 This study examines how nursery school teachers shoud contact specialists and cooperate with 

specialized institution in order to support the children with special educational needs.  At first, the 

result of the factor analysis yielded 5factors,and  25items were selected for the measurement and 

evaluation . A case analysis shows that it is important  for  the  children with special educational 

needs to focus their cognitive profile. 
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１． 研究開始当初の背景 

いわゆる発達障害児といわれる子ども
達は、1 歳６か月児健診、3 歳児健診など
の乳幼児健診で把握されたとしても、問題
点が見極められないで経過観察の対象と
なり、保育教育現場で子ども理解に戸惑っ

たり混乱したりして一貫した保育教育体
制がとりにくい現状がある（秦野 2003, 
2004,2005,2006）。また保育集団において
は、適切な対応されることなくそのままに
放置されると、継続的な子どもの発達支援 

や育児支援にいたらず、幼児期後期の保

機関番号：３２６２７ 

研究種目：基盤研究（Ｃ） 

研究期間：２００８～２０１０ 

課題番号：２０５３０６０６ 

研究課題名（和文）保育教育困難幼児に対する認知特性を生かした保育支援  

                     

研究課題名（英文） Child Care Support Focusing on Cognitive Profiles for the 

                  Children with Special Educational Needs 

研究代表者 

 秦野 悦子（HATANO  ETSUKO） 

白百合女子大学・文学部・教授 

 研究者番号：５０１１４９２１ 

 

 



 

 

育・教育集団で、不適応が顕在化してくる
ことも多い。一方、小規模で個に応じた保
育の関りが満たされている場合、逸脱や衝
動性などの不適応を持ちながらも、行動上
の問題が顕在化するのは就学以降となる。  
小学校以降は、特別支援教育て個別教育計

画作成において組織的とりくみがあるが、幼
児期においては、療育者による個別の取り組
みはあっても、保育教育現場主体の組織的取
り組みにはなりにくい。幼児期後期に保育教
育現場における子どもの行動上の問題を実   

践的にとらえ、経験的に対応するのにとど
まらず、子どもの認知特性、特に認知のア
ンバランス、プランニング、注意などの査
定を取り込んだ支援が必要とされる。 
 

２．研究の目的 
保育所または幼稚園など幼児集団に通う

子どものうち満 3歳以上で、明らかな知的障
害を伴わないが、行動面・社会面の問題によ
り保育者が保育困難さをもつ子どもを対象
に、①認知特性、特に認知処理過程のアンバ
ランス、プランニング、注意などを査定する
心理学的バッテリーを実施する。②日常保育
活動のうち、あらかじめ選択したいくつかの
場面のビデオによる行動観察を分析し、③類
型化された査定結果と日常行動観察との詳
細な対応比較分析を行なう。③幼児期の教育
保育現場で保育者が活用しうる「保育困難幼
児に対する認知特性を生かした保育教育支
援」に向けての試案を作成する。 

 
２． 研究の方法 
 申請者が障害児巡回相談に長年携わって
いる自治体（人口 150 万人,政令市）におい
て、全保育所 123 園（公立保育所 83 園、私
立保育所 40園）と全幼稚園 87園（公立幼稚
園 2園、私立幼稚園 85園）に対し、3歳児～
5 歳児クラスに在籍していて、知的に明らか
な遅れがないにもかかわらず園生活での保
育教育が困難な幼児への小学校 1年生までの
3年間継続フォローを行なう。 
 
対象児：研究期間内の対象児データは表に示
すとおりである。研究期間内に毎年、3 歳児
クラス、4 歳児クラス、5 歳児クラスから対
象となった幼児は、その後小学校 1年生の夏
休みまでフォローする(表１)。 

表１． 期間内の対象児データ  

 

 

 
４．研究成果 
 
 
 

３． 研究成果 
 

(1) 保育参加という視点からとらえた知的
遅れのない保育困難幼児の特徴 

 
明らかな知的障害はないが幼児集団で､年

齢に期待される保育活動参加が難しい幼児
における行動のアセスメント項目を作成す
ることを目的とした。 保育活動参加には IQ
や DQ だけでなく、特に対人関係や社会性な
ど日々の保育園での生活や行動上の適応の
困難さなどの視点からの社会的適応指標が
必要とされる。本研究では、K市調査（2008）
と首都圏調査（2009）で得たデータを統合し、 
保育活動参加に関する発達障害幼児の行動
特性の評価項目を作成した。 
 
調査協力者  
Ｋ市公立保育所 73 園、首都圏保育所 154

園（公立 30園、民 124園）における３・４・
５歳児の担任（1,068 名）から 2,225 名分の
回答を得た。 
 
保育参加に関する構成因子  
探索的因子分析では 6因子または 5因子が

抽出されたが、Amosによる適合度では、5因
子構造の方が、Aic が高かったため、5 因子
を確定した。「衝動性」「語用面での適切性」
「自己調整」「場面適応性」「社会的関係性」
の 5 因子が抽出された（α＝0.85,  0.85,  
0.76,  0.76,  0.74）累積寄与率は 49.24%
であった。 
VinelandⅡのカテゴリーと比較すると、

「衝動性」「場面適応生」は maladaptive 
behavior、「自己調整」「社会的関係性」は
sociarization、「語用面での適切性」は commu 
nicationの領域に対応した。CCC-2のカテゴ
リーと比較すると、「語用面での適切性」が
intiation, nonverbalcommunication 、
scripted  languageに対応した。 
 
年齢差/性差  
表３に因子ごとの年齢別平均値と標準偏

差を示した。「語用面での適切性」「自己調整」
「社会的関係性」においては、3 歳児＞4 歳
児であった。「自己調整」においては、3歳児
＞5 歳児であった。つまり、socialization、
や communicationは、年齢に応じた発達が認
められるが、「衝動性」「場面適応性」という
maladaptive behaviorはどの年齢でも特徴的
だといえた。表 4 より、「自己調整」以外の
すべての因子で男児の方が女児よりも社会
的、場面適応困難が強く表れた。女児の場合
は、年齢に不相応なコーピングスキルの未熟
さは、問題把握のきっかけとなる。今後、こ
の指標を保育臨床に活用していきたい。 
 

3歳児データ ４歳児データ ５歳児データ 小１データ 推定数

計 ３　対象群 ４　対象群 6　対象群 3　対象群

85名

110名

135名

2008年度

2009年度

2010年度



 

 

表 3 各因子の年齢による平均値と標準偏差 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
(2）特別ニーズ保育児の小学校への申送りに

関する調査結果 
 
調査協力園： 
Ｋ市公立保育所全園。（2008 年度は 73 園、

2009 年度は 69 園。回答者は年長児クラス担
任。2008 年度は 73 名、2009 年度は 69 名。 
 
調査内容：回答者である担任保育士が特別ニ
ーズ保育児ととらえた児に対して、小学校へ
の申送りに関する質問紙調査を行った。また、 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
2009 年度の卒園児に対しては、小 1 の 7 月、
3 月に「小学校申し送りのその後」という追
跡調査を質問紙によって実施した。 
 
特別ニーズ保育児 担任保育士が特別ニー
ズ保育児としてあげた園児は2008年度が118
名（男 87 名、女 31 名）、2009 年度が 121 名
（男 87名、女 34名）であった。なお、2009
年度卒園児を対象とした追跡調査では、民間
委託となった園があったため対象児は 116名
であった。 
 

F1 F2 F3 F4 F5 共通性

F1  衝動性 (α＝0,85)

q12 子どもに対し、突然叩いたり、引っ張ったりする .85 -.17 .11 .10 -.09 .63
q11 他児にちょっかいを出す .81 .06 -.15 -.04 -.07 .59
q14 他児の製作物を壊したり遊びを妨害する .79 -.12 .00 .07 .07 .58
q20 順番を守らないで、横から入り込もうとする .58 .03 -.03 .02 .23 .50
q24 いけないとわかっているのに、やってしまう .56 .14 .06 -.14 .04 .49
q1 「バカヤロー」などの暴言を吐く .48 .06 .33 -.11 -.12 .45
q13 泣いている子を見て笑ったり楽しんだりしている様子がある .47 .02 .00 .15 -.03 .24

F２　　語用面での適切性　 (α＝0,85)
q3 保育者の話をさえぎって自分の考えを述べようとする .00 .80 .07 -.15 -.03 .64
q5 保育者が注意を向けていない時に、しゃべりかける .00 .76 -.01 .02 -.03 .56
q8 自分の興味や関心のある話題を一方的に話したがる -.10 .75 .05 .11 -.05 .54
q4 話している途中で別の話題に移ってしまう -.07 .74 .00 .10 .04 .56
q2 他に気になることがあると保育者の話を最後まで聞けない .19 .53 -.08 .04 .12 .46

F3　自己調整 (α＝0,76)
q25 一度気分が崩れると、切り替えができない -.10 .01 .76 .03 -.01 .54
q6 自分の思い通りにならないとパニックになり不適切な行動を取る .14 .10 .67 .06 -.07 .57
q22 日によって調子の良いときと悪いときの差が大きい .01 -.03 .62 .01 .08 .44
q7 注意されると保育者を叩いたり蹴ったりする .21 .00 .49 -.12 .02 .37

F4　場面適応性 (α＝0,76)　　
q30 手先の不器用さがみられる .14 .06 -.15 .76 -.10 .52
q29 体の動きがぎこちない .02 .01 -.06 .67 -.05 .41
q26 視覚的に提示しないと理解が難しい .05 .10 .00 .62 .05 .46
q27 急な予定の変更に混乱する -.07 .03 .20 .52 .05 .39
q21 新しい場面ではなかなか慣れない -.09 -.14 .26 .47 .15 .41

F5　社会的関係性 (α＝0,74)
q19 皆と一緒の活動に参加できない -.04 -.09 .00 .02 .88 .71
q18 自分の好きな活動のみ関わる -.06 .08 .09 .00 .67 .55
q16 絵本を見る場面で座って聞けない .26 .11 -.16 -.03 .45 .32
q23 集団活動中に、部屋から出て行ってしまう .05 .01 .25 -.07 .43 .37

25.30 35.21 42.19 46.34 49.24
F1 .49 .43 -.05 .37
F2 .31 .18 .36
F3 .22 .55
F4 .39

累積寄与率
  
 
 
 

表２ 保育活動参加に関する行動アセスメント（最尤法 プロマックス回転） 

Ｍ ＳＤ Ｍ ＳＤ Ｍ ＳＤ

F1 衝動性 1.72 0.54 1.77 0.56 1.78 0.57 1.99

F2 語用面での適切性　 2.06 0.65 2.13 0.59 2.12 0.65 3.22 ＊ 3歳児＞4歳児

F3 自己調整 1.81 0.60 1.67 0.57 1.69 0.59 9.07 ＊＊ 3歳児＞4歳児,　3歳児＞5歳児

F4 場面適応性　　 1.64 0.54 1.62 0.56 1.58 0.52 2.88

F5 社会的関係性 1.60 0.55 1.50 0.46 1.53 0.55 6.56 ＊＊ 3歳児＞4歳児

＊ p<0.05 ＊＊ p<0.01 　

5歳児(N=750)
F値 有意確率

3歳児(N=690) 4歳児(N=785)

Ｍ ＳＤ Ｍ ＳＤ

F1  衝動性 1.84 0.55 ＞ 1.46 0.46 15.1 ＊＊

F2　語用面での適切性　 2.13 0.61 ＞ 2.02 0.68 3.08 ＊

F3　自己調整 1.74 0.47 1.68 0.45 1.93

F4　場面適応性　　 1.64 0.56 ＞ 1.54 0.48 3.79 ＊＊

F5　社会的関係性 1.55 0.52 ＞ 1.49 0.54 2.35 ＊

＊ p<0.05 　 ＊＊ p<0.01

男児(N=1,827) 女児(N=382)
t値 有意確率

表４ 各因子の性別による平均値と標準偏差 

 



 

 

入学する学校の選択状況 特別ニーズ保育
児とされた 239 名のうち 76.6%が普通級を選
択した。また、特別ニーズ保育児の 10%が、
学区外の就学先を選択していた。 
 
1 年次在籍学級   特別ニーズ保育児
73.2%が通常学級で過ごし、そのうちの 16.4%
は診断名のある子どもであった。 
 
就学後に必要とされる支援 保育者が小学
校に申送った就学後に必要とされる支援は、
行動面 43.2%、教科学習 37%、家庭環境 18.9%
で、一人の子どもに対して必要な支援が単一
でなく相互に絡み合う場合もある。また、直
面する支援課題が、行動面や生活面に焦点化
された場合は、教科学習面での支援が必要と
いう段階まで至らない傾向が示された。 
 
入学して 1年後の様子 小 1の 3月に実施し
た 1年後の追跡調査において、52名分の子ど
もの現状について自由記述回答を得た。適応
しているという記述が 20 あった一方で、適
応の問題があるという記述が 14 あった。適
応の問題としては、行動面、理解、家庭環境
があげられ、保育者が申送った内容と一致し
ていた。申送った対応がなされていることで
適応できている様子や、行動面の問題のため、
個別対応が必要になっている子どもの様子
も記され、支援の連続性が指摘された。 
 
申送りが生かされたか 保育者は子どもの
現状をきめ細かく多岐にわたり申送ってい
るが、その申送りが就学後の子どもの支援に
生かされるためにも、口頭での申送り、就学
後の懇談 といった相互的な情報交換及び
関係構築を望んでいる。良い連携事例をモデ
ルケースとしながら、相互的連携構築のため
のシステムの構築が待たれる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

(3)特別ニーズ保育児の認知特性と保育支援 
 
2008 年度から毎年の調査で関わった事例

で参加協力の得られた 39 事例を保育臨床相
談の継続的な支援を行い､園や学校へのコン
サルテーションを実施した。 
認知特性を明らかにする上で新版 K式発達検
査、K-ABC 心理教育アセスメント、WISCⅢ、
DNCAS などを併用した。認知特性を明らかに
することで、それに対応した保育のあり方を
模索した。特に検査課題で把握すべき行動特
性として表５に示すように「状況の読み取
り」「注意の集中・持続」「対人反応」「巧緻
性」が抽出された。今後、特別ニース保育児
をとらえる行動指標として精査していくこ
とが課題となった。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

表５ 課題場面の行動指標 
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